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第 5 章 農学国際教育協力への提言 

 

開発途上国の支援ニーズに的確に応え、質の高いプロジェクトを形成し、効果的に実施

するためには、個々の機関/個人が有する知見の範囲に限定されることなく、多機関の有す

る専門的、網羅的かつ高質な「知と経験」を有効に活用することが重要である。このよう

な考えに基づき、農国センターでは、平成 19 年度文部科学省「国際協力イニシアティブ」

教育協力拠点形成事業「大学等が有する農学分野の国際協力知的援助リソースデータベー

スの作成と管理」、平成 20 年度同事業「農学知的支援ネットワーク形成による国際教育協

力強化・推進のためのモデル構築」、平成 21 年度同事業「農学知的支援ネットワークによ

る科学技術協力モデルの構築」、及び平成 22 年度同事業「農学知的支援ネットワークの組

織力を活かした科学技術協力の推進」を受託し、国内支援リソースおよび海外支援ニーズ

に関するアンケート調査を行い、得られたデータを管理・活用するためのデータベース

「IReNe-AFF」を整備・拡充してきた。 

本章では、アンケート調査によって得られたデータを解析することによって、農学分野

の国際協力に関わる知的リソースと開発途上国のニーズの現状を概観するとともに、両者

のマッチング状況を明らかにし、今後の農学国際教育協力の在り方や強化すべき研究の方

向性に関して提言を行う。 

 

 

【調査方法】 

 

 国内の農学知的支援リソースおよび海外の農学知的支援ニーズの調査は、農学関連分野

で研究／教育に従事する個人ならびに機関を対象に、筑波大学陸域環境研究センターが

2006 年度に開発したインタラクティブ Web システムを介したアンケート調査によって行っ

た（別添 10 参照）。国内リソース調査は、2007 年度から 2010 年度にかけて、海外ニーズ調

査は平成 2008 年度から 2010 年度にかけて実施した。国内リソース調査に当たっては、文

部科学省の協力を得て、日本国内の大学や公的研究機関に対し、アンケートへの回答を呼

びかけた。海外ニーズ調査は、開発途上国全体を対象としたが、特にケニア、インドネシ

ア、ウガンダ、ガーナ、タンザニア、バングラデシュ、ブルキナファソ、バングラデシュ、

フィリピン等、現地協力者の協力が得られた国を中心に実施した。国内リソースに関する

アンケート調査では、2007 年度に国内の 70 機関から 330 件、2008 年度に国内の 25 機関か

ら 87 件、2010 年度（平成 23 年 2 月 10 日現在）に国内の 4機関から 6件の回答を得た（第

1 表）。海外ニーズに関するアンケート調査においては、2008 年度に 15 カ国から 155 件、

2009 年度に 3カ国の 14 機関から 34 件、2010 年度（2011 年 2 月 10 日現在）に 8カ国の 13

機関から 38 件の回答を得た（第 2表）。 
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